
番　号 33

１ 組織名等
（平成１９年１０月１日現在）

役員の任免

予算・決算

役員の任免

予算・決算

調 査 票

特殊法人名 首都高速道路株式会社

HPアドレス http://www.shutoko.jp

50.00%

組織形態 特殊会社

根拠法規
高速道路株式会社法（平成１６年法律第９９号）
日本道路公団等民営化関係法施行法（平成１６年法律第１０２号）

なし

なし

国会の
関与

所管府省 国土交通省

資本金

事業目的
高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を効率的に行うこと等によ
り、道路交通の円滑化を図り、もって国民経済の健全な発展と国民生活の向
上に寄与することを目的とする。

１３５億円 政府出資比率

今後の組織改編予定 なし

会社の代表取締役又は代表執行役の選定及び解職並びに監査役の選任
及び解職の決議は、国土交通大臣の認可を受けなければ、その効力を生じ
ない。（高速道路株式会社法第９条）

会社は、毎事業年度終了後三月以内に、国土交通省令で定める財務計算
に関する諸表を国土交通大臣に提出しなければならない。（高速道路株式
会社法第１４条第３項）

政府の
関与

http://www.shutoko.jp/�


２ 職員数等

非常勤

1,369人 0人

プロパー職員数 1,324人 0人

所管官庁からの出向者数 12人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 11人 0人

19人 0人

3人 0人

同上 1,379人 0人

プロパー職員数 1,328人 0人

所管官庁からの出向者数 14人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 8人 0人

25人 0人

4人 0人

同上 1,347人 0人

プロパー職員数 1,297人 0人

所管官庁からの出向者数 15人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 10人 0人

21人 0人

3人 0人

1人 0人

同上 1,287人 0人

プロパー職員数 1,236人 0人

所管官庁からの出向者数 16人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 9人 0人

22人 0人

3人 0人

1人 0人

同上 1,239人 0人

プロパー職員数 1,178人 0人

所管官庁からの出向者数 13人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 9人 0人

25人 0人

6人 0人

8人 0人

首都高速道路株式会社 1,193人 0人

プロパー職員数 1,132人 0人

所管官庁からの出向者数 13人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 9人 0人

24人 0人

6人 0人

9人 0人

同上 1,190人 0人

プロパー職員数 1,123人 0人

所管官庁からの出向者数 12人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 8人 0人

21人 0人

10人 0人

16人 0人

その他（民間からの出向）

その他（自治体からの出向）

その他（他の特殊法人からの出向）

その他（民間からの出向）

平成１４年４月１日現在

平成１８年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

平成１３年４月１日現在

その他（自治体からの出向）

その他（他の特殊法人からの出向）

その他（自治体からの出向）

その他（他の特殊法人からの出向）

組　　　　　　織　　　　　名
常　　　勤

職員数（役員を除く）

首都高速道路公団

その他（自治体からの出向）

その他（他の特殊法人からの出向）

平成１７年１０月１日現在

その他（民間からの出向）

その他（自治体からの出向）

その他（他の特殊法人からの出向）

その他（民間からの出向）

平成１６年４月１日現在

平成１７年４月１日現在

その他（自治体からの出向）

その他（他の特殊法人からの出向）

その他（民間からの出向）

その他（自治体からの出向）

その他（他の特殊法人からの出向）



同上 1,175人 0人

プロパー職員数 1,111人 0人

所管官庁からの出向者数 12人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 7人 0人

18人 0人

9人 0人

18人 0人

３ 役員数等

非常勤

8人 0人

8人 0人

8人 0人

8人 0人

8人 0人

8人 2人

8人 2人

8人 2人

その他（他の特殊法人からの出向）

その他（自治体からの出向）

役員数

常　勤

その他（民間からの出向）

平成１９年４月１日現在

平成１３年４月１日現在

平成１４年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

平成１６年４月１日現在

平成１７年４月１日現在

平成１７年１０月１日現在

平成１８年４月１日現在

平成１９年４月１日現在



４ 役員給与総額及び個人別給与年額

支　給　年　度

平成１３年度　

平成１４年度　

平成１５年度　

平成１６年度　

平成１７年度（４月～９月）

平成１７年度（10月～３月）　

平成１８年度　

支　給　年　度

平成１３年度

平成１４年度

平成１５年度

17,535千円

17,535千円

副理事長　(9ヶ月)

5,907千円

13,350千円

理事　

理事　

17,535千円

15,861千円

22,944千円

6,397千円

9,746千円

14,564千円

2,824千円

副理事長　(８ヶ月)

15,018千円

7,402千円

12,911千円

副理事長　(４ヶ月)

役　　　職　　　名

理事長　

理事　

監事　

理事　(4ヶ月)

理事　(３ヶ月)

理事　(8ヶ月)

理事　(９ヶ月)

理事長　(８ヶ月)

役　　員　　の　　給　　与　　総　　額

145,939千円

役　　員　　個　　人　　別　　の　　給　　与　　年　　額

142,856千円

68,240千円

143,078千円

報　　酬　　総　　額

80,550千円

160,973千円

理事 17,047千円

15,420千円

17,047千円

理事

理事

理事

理事

17,047千円

備考
平成１３年度については、データを保有していないため回答できない。

8,611千円理事長　(４ヶ月)

監事　

副理事長　(３ヶ月)

17,047千円

17,047千円

報　　酬　　年　　額



平成１６年度

平成１７年度（４月～９月）

平成１７年度（１０月～３月）

平成１８年度

（注）　役員は、非常勤を含む

8,192千円

8,192千円

9,185千円

8,192千円

8,192千円

8,192千円

17,035千円

5,384千円

11,651千円

3,526千円

19,604千円

17,035千円

17,035千円

17,035千円

監事　(２ヶ月)

理事　

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事　(３ヶ月)

監査役（３名）

取締役（７名）　

監査役（３名）

134,333千円

26,640千円

取締役（７名）　

67,230千円

13,320千円

備考
平成１３年度については、データを保有していないため回答できない。
民営化後の個人別給与年額については、プライバシーに関する事柄のため役職名毎にまとめて回答する。

取締役（７名）　
平成１９年度（４月～９月）

67,230千円

13,320千円監査役（３名）

7,410千円

22,681千円

12,092千円

監事　

理事

理事　(９ヶ月)

副理事長　

副理事長

10,685千円

監事　(１０ヶ月)

理事長　

理事長　



５ 役員氏名等
（平成１９年４月１日現在）

公務員
経験

特殊法人
等役員経
験

就任年月日 就任時年齢

常勤・非常勤 有給・無給

－ － H17.10.1 65歳

非常勤 無給

非常勤 有給

○ ○ H17.10.1 65歳

非常勤 有給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

－ ○ H17.10.1 65歳

非常勤 無給

○ ○ H17.10.1 57歳

非常勤 無給

理事

（財）国土技術研究センター 評議員

昭和39年 建設省（現　国土交通省）入省
道路局長、建設技監、建設事務次官、建設省顧問、国土交通省顧問
平成13年1月29日　退職
平成13年1月　首都高速道路公団副理事長
平成14年8月　同　理事長
平成17年9月30日　退職

（社）日本道路協会 顧問

総合研究開発機構 委員

橋本　鋼太郎

佐々木　克己

氏　　　　　名

経　　　　　　　　　　　　　歴

兼　　　　職　　　　先 役　　職　　名

役　　職　　名

長谷川　康司

トヨフジ海運㈱取締役社長
平成17年9月30日　退職

代表取締役会長

代表取締役社長

専務取締役

常務取締役

東京都住宅供給公社理事長
平成15年6月16日　退職
平成15年6月　首都高速道路公団副理事長
平成17年9月30日　退職

（社）道路緑化保全協会 顧問

（財）日本建設情報総合センター 評議員

（財）国際交通安全学会

評議員

（財）道路新産業開発機構

（財）道路交通情報通信システムセンター 評議員

（財）リバーフロント整備センター 評議員

評議員（財）道路空間高度化機構

（財）政策研究機構

（社）日本建設機械化協会 顧問

髙橋　健文

昭和46年　建設省（現　国土交通省）入省
国土交通省国土交通大学校長、内閣府政策統括官
平成14年8月1日　退職
平成14年8月　首都高速道路公団理事
平成17年9月30日　退職

東京都人事委員会 委員

評議員



－ ○ H17.10.1 62歳

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

○ ○ H17.10.1 60歳

H17.10.14 無給

H17.12.7 無給

－ － H18.6.29 61歳

－ －

○ ○ H17.10.1 57歳

－ －

－ － H17.10.1 67歳

－ －

－ － H17.10.1 63歳

－ －

(注)公務員経験欄の△は旧国立大学の教官

－ －

大塚　昭夫

委員

日月　俊昭

梶山　修

（財）道路経済研究所

財団法人公共用地補償機構 評議員

昭和43年　建設省（現　国土交通省）入省
北陸地方建設局長
平成11年4月 1日　退職
平成11年4月　（財）道路空間高度化機構常務理事
平成13年4月30日　退職
平成15年1月　首都高速道路公団理事
平成17年9月30日　退職

評議員

常務取締役

国土交通省都市・地域整備局 委員

東京電力（株）取締役会長(現職）

田村　滋美 監査役（非常勤）

常務取締役

東京都都市整備局長
平成18年3月31日　退職

倉澤　豊哲

－ －

監査役（常勤）

（株）トヨタアカウンティングサービス顧問(現職）

－ －

－ －

昭和45年　警察庁入庁
警察庁長官官房審議官、福岡県警察本部長、九州管区警察局長、近畿管区警察局長
平成13年9月　退職
平成13年9月　（財）日本消防協会常務理事
平成17年9月30日　退職

（財）高速道路調査会

宇治　嘉造 監査役（非常勤）

（財）先端建設技術センター 評議員

備考
個人情報保護の観点から氏名の分かる退職金、報酬金は非公表とした。

常務取締役

首都高速道路公団理事
平成17年9月30日　退職



６ 退職金支給総額等

役職員の退職金支給総額

（うち役員への支給総額）

平成１３年度 2,093,147千円 常　勤 常　勤 26.2年    

(17,139千円) 非常勤 非常勤 －

平成１４年度 2,055,692千円 常　勤 常　勤 35.4年    

(24,687千円) 非常勤 非常勤 －

平成１５年度 2,120,537千円 常　勤 常　勤 35.7年    

(21,458千円) 非常勤 非常勤 －

平成１６年度 1,760,662千円 常　勤 常　勤 33.7年    

(21,433千円) 非常勤 非常勤 －

平成１７年度 1,554,345千円 常　勤 常　勤 36.2年    

（４月～９月） (57,773千円) 非常勤 非常勤 －

平成１７年度 443,734千円 常　勤 常　勤 30.0年    

（１０月～３月） (0千円) 非常勤 非常勤 －

平成１８年度 767,572千円 常　勤 常　勤 27.3年    

(1,022千円) 非常勤 非常勤 －

役　　職　　名

平成１３年度 理事

平成１４年度 理事長

理事

平成１５年度 副理事長

平成１６年度 理事

監事

理事長

副理事長

理事

理事

理事

理事

監事

平成１７年度

（１０月～３月）

平成１８年度 役員

備考　平成18年度は、株主総会の決議及び取締役会により決定。

1,279,000円×15月×36/100
1,054,000円×　4月×28/100
1,226,000円×17月×28/100
1,226,000円×21月×12.5/100

平成１７年度
（４月～９月）

17,141千円

4,832千円

6,727千円

7,748千円
911,000円×21月×28/100
911,000円×21月×12.5/100

1,058,000円×17月×36/100
　911,000円×21月×28/100
　911,000円×21月×12.5/100

5,452千円
911,000円×12月×28/100
911,000円×21月×12.5/100

1,054,000円×　7月×28/100
1,054,000円×21月×12.5/100

911,000円×17月×28/100
911,000円×21月×12.5/100

824,000円×16月×12.5/100

― ― ―

14,223千円

1,648千円

1,058,000円×15月×36/100
　911,000円×21月×28/100
　911,000円× 6月×12.5/100

1,058,000円×45月×36/100

1,279,000円×20月×36/100
1,346,000円×14月×36/100
1,268,000円×　4月×28/100

1,022千円 ―

923,000円×13月×36/100
824,000円×21月×28/100
824,000円× 5月×12.5/100

1,058,000円×45月×36/100
　922,000円× 4月×28/100
1,067,000円×11月×28/100

9,679千円

11,753千円

21,458千円

支給年度

退職年度
役　　員　　別　　の　　退　　職　　金　　支　　給　　額

職員に対する退職金平均支
給額

31,246千円

23,325千円

0千円

0千円

28,511千円

0千円

計　　算　　式

22,186千円

0千円

23,228千円

0千円

7,274千円
1,058,000円×13月×36/100
　922,000円×　9月×28/100

左の平均勤続年数

退職金額

17,139千円

31,841千円

31,804千円

0千円

0千円

17,412千円



13 特殊法人から他の法人等への出向職員数等

1年
未満

１～２
年未
満

２～３
年未
満

３～４
年未
満

４年
以上

対象人数

平成１３年度 9人 2人 7人 0人 0人 0人 国

6人 3人 2人 1人 0人 0人 地方団体

1人 0人 1人 0人 0人 0人 特殊法人

21人 7人 8人 6人 0人 0人 公益法人

1人 1人 0人 0人 0人 0人 民間等

平成１４年度 11人 1人 6人 4人 0人 0人 国 11人

6人 2人 3人 1人 0人 0人 地方団体 6人

24人 10人 7人 6人 1人 0人 公益法人 2人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 民間等 0人

平成１５年度 7人 0人 3人 3人 1人 0人 国 7人

5人 2人 3人 0人 0人 0人 地方団体 5人

22人 5人 10人 6人 0人 1人 公益法人 1人

1人 0人 0人 1人 0人 0人 民間等 0人

平成１６年度 6人 1人 3人 1人 1人 0人 国 6人

6人 2人 2人 2人 0人 0人 地方団体 6人

25人 8人 6人 10人 0人 1人 公益法人 2人

平成１７年度 5人 3人 2人 0人 0人 0人 国 5人

（4月～9月） 6人 2人 3人 1人 0人 0人 地方団体 6人

19人 5人 8人 5人 1人 0人 公益法人 1人

平成１７年度 5人 0人 3人 2人 0人 0人 国 5人

（10月～3月） 11人 11人 0人 0人 0人 0人 独立行政法人 0人

4人 2人 2人 0人 0人 0人 地方団体 4人

15人 7人 8人 0人 0人 0人 公益法人 1人

平成１８年度 6人 1人 2人 3人 0人 0人 国 0人

14人 6人 8人 0人 0人 0人 独立行政法人 0人

1人 1人 0人 0人 0人 0人 国立大学法人 1人

6人 2人 2人 2人 0人 0人 地方団体 6人

29人 15人 6人 8人 0人 0人 公益法人 1人

6人 6人 0人 0人 0人 0人 民間等 0人

平成１９年度 6人 1人 5人 0人 0人 0人 国 0人

（4月～9月） 17人 9人 2人 6人 0人 0人 独立行政法人 0人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 国立大学法人 1人

4人 1人 2人 1人 0人 0人 地方団体 4人

29人 8人 18人 1人 2人 0人 公益法人 0人

16人 10人 6人 0人 0人 0人 民間等 0人

１４　平成１８年度における支出の概要 引き続き調査中

１５　行政組織から特殊法人への再就職 引き続き調査中

１６　特殊法人から他の法人への再就職 引き続き調査中

備考
平成１３年度については、データを保有していないため回答できない。

出向職員数

36,046,568円

経過年数

出向先の区分

出向者の給与について補填している場合

補　　填　　総　　額

3,446,532円

20,159,899円

9,330,320円

30,359,333円

7,446,610円

8,922,420円
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